
　　　　　　　旧生目台西小学校跡地の利活用に関する 

　　　　　　　サウンディング型市場調査【調査結果概要】  

 

１　調査目的 

　　旧生目台西小学校は、平成6年4月に開校しましたが、児童数の減少に伴い、令和7年3

　月末をもって閉校となったことから、今後の有効な利活用方法について検討を進めてい

　く必要があります。 

　　本調査は、民間事業者の皆様との対話を通じて、市場性の有無や自由度の高い活用ア 

　イデア、民間事業者が参加しやすい事業条件等を把握することにより、今後の利活用に 

　活かすことを目的として実施しました。 

 

２　対象施設 
 

名称 旧　宮崎市立生目台西小学校 

所在地 宮崎市生目台西二丁目１番地１ 

法令等による制

限 

都市計画区域 市街化区域 用途地域 第１種中高層住

居専用地域※１ 

建ぺい率 50% 容積率 150% 

その他制限  

敷地面積  25,219㎡ 

主な施設 施設名 構造 延床面積 建築年月 

管理棟 鉄筋コンクリート

造・2階建 
886.07㎡ 平成6年 

特別教室棟 鉄筋コンクリート

造・3階建 
1,748.55㎡ 平成6年 

普通教室棟 鉄筋コンクリート

造・3階建 
2,708.20㎡ 平成6年 

屋内運動場 鉄骨造 1,248.98㎡ 平成6年 

参考売却価格 土地：約42,000円/㎡　建物：約42,000円/㎡ 

※周辺の取引価格や簿価から参考価格として算出しているため、

実際とは異なる。 

参考年間貸付料 

(令和7年度) 

土地：約1,600円/㎡　建物（校舎のみ）：約7,600円/㎡ 

※貸付契約時点における直近の評価替え後の額をもとに算出す

る。 

その他特記事項 ※1「第1種中高層住居専用地域」では、ホテルや旅館、大規模な商業施

設や工場などを建てることはできない等の制限がある。 



 

３　調査項目 

●​ 実施する事業の内容に関する提案 

●​ 契約方法等に関する提案（購入・賃貸の区分、事業期間） 

●​ 既存施設の活用に関する提案 

●​ 地域活性化への貢献に関する提案 

●​ 事業の実施にあたり想定される課題等 

●​ 現在の当施設の利用との共存の可能性（参考１） 

●​ 現在の当施設の設備等に関する課題や提案（参考２） 

●​ その他、事業実施に関して市に期待する支援や配慮して欲しい事項等 

 

（参考１）現在の主な利用状況について 

　（１）校舎 

　　　◯　教育相談センター（管理棟１階・普通教室棟１階） 

　　　◯　災害備蓄品の保管（普通教室棟３階） 

　（２）体育館及び運動場 

　　　◯　学校体育施設開放事業による一般利用 

　　　◯　生目台地域の行事等での利用 

　　　　　（自治会、まちづくり推進委員会、認定こども園等） 

 

（参考２）現在の施設の設備等について 

　　　◯　キュービクルの容量に余裕がない 

　　　◯　空調設備が未設置の部屋（教室）がある​
　　　◯　エレベータ－未設置 

　　　◯　主に和式トイレ 

 
 

４　実施期間 

 

　　現地説明会　令和８年６月２２日（月） 

　　対話期間　  令和８年６月２９日（月）〜　令和８年７月３１日（金） 

 

 

５　参加事業者 

 

　　現地説明会参加事業者数　　　 　５　者 

　　対話参加事業者数　　　　　　 　４　者 

　　 

 

 

 

 

 



６　主な意見内容 

　①実施する事業の内容に関する提案 

主な意見 

・一事業者による占有ではなく複数の事業者による交流拠点としての活用 

・地域住民の交流拠点やイベント会場としての活用 

・居住空間及び交流空間としての活用 

・多様化する教育ニーズに対応する教育環境づくりとしての提案 

・エネルギー関連設備の活用提案 

・健康増進、災害救援拠点としての活用 

まとめ 

・いずれの提案も、既存施設を解体することなく利用するものであった。 

・全体を一体的に活用する提案と、建物や部屋ごとに機能を分ける提案があった。 

・生目台地域や市全体としての地域貢献を含めた提案もあった。 

 

　②契約方法等に関する提案（購入・賃貸の区分、事業期間） 

主な意見 

・貸付（長期の定期借地を希望） 

・市が事業者に管理運営を委託する方式 

まとめ 

・施設の規模が大きく高額であるため、いずれの事業者も、購入の意向はない。 

 

　③現在の当施設の設備等に関する課題や提案（参考２） 

主な意見 

・事業収入だけでは、土地・建物の貸付料を負担するのは困難。 

・空調設備の増設は避けられないため、キュービクルの増設は必須。 

・駐車場の区画が不足。 

・エレベーターの整備が必要。 

・事業内容や利用対象者に応じたトイレ改修が必要。​
・施設利用に必要な設備改修について市の負担で行えないか。 

まとめ 

・事業実施のためには、キュービクルや空調設備、エレベーター等の整備が必要で 

　あるが、貸付料もあわせると、事業者の負担は相当額になる。事業の持続可能性 

　を考慮した柔軟な対応について検討が必要である。 

 



　④現在の当施設の利用との共存の可能性（参考１） 

主な意見 

・体育館や運動場の学校施設開放事業や地域の行事等での利用については、共存の 

　可能性がある。 

まとめ 

・体育館や運動場の地域利用等との共存については、活用希望事業者との 

　間で引続き可能性を探る価値がある。 

 

　⑤その他、事業実施に関して市に期待する支援や配慮して欲しい事項等 

主な意見 

・施設・設備の整備・更新や貸付料を含む負担については、市と協議したい。​
・事業の性質上、より長期的な持続性が求められるため、貸付期間については長期 

　での設定を希望する。 

・公募スケジュールについて、十分な準備期間（提案書作成や資金計画の検討）を 

　確保したい。 

まとめ 

・施設改修費用や貸付料の負担調整に関する協議を求めるとともに、事業の持続可 

　能性を確保するための長期的な貸付期間の設定と、実現性の高い計画策定に向け 

　た十分な公募準備期間の確保について期待されている。 

 

７　今後の展開 

　　本サウンディング調査では、学校跡地の利活用に向けて４事業者から具体的な提案

　と意見が寄せられました。 

　　今後は、本調査で得られた提案内容と課題を踏まえ跡地活用方針の整理を進めます。 

　　また、活用事業者について公募を行う場合には、価格設定（貸付料・売却価格）のあ

　り方をはじめ、事業継続を見据えた長期貸付、適切な準備期間の確保など民間事業者が

　参加しやすい条件の構築が必要になります。 

　　地域や市民にとって有効な活用となるよう、引き続き検討を進めてまいります。 

 

 

 


